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組織的教育意思形成を通した組織化による教育改善プログラムの開発的研究（1) 

―組織的省察に基づく「教師の主体的統合モデル」の構築― 
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抄録：本研究の目的は，学校の組織化を促し，教育改善を実現する組織開発プログラムを開発するこ 

とである。 

そのために，学校の組織特性に関する先行研究をレビューし，学校の組織特性に適合した組織化の 

在り方を検討した。また，教育改善を生み出す「省察」に関する先行研究をレビューし，組織的な省 

察の実施手順を明示した。 

これらの知見をもとに，組織的省察に基づく組織的意思形成，組織的意思決定の過程を置づけ，す 

べての教師による協働を生み出す「教師の主体的統合モデル」を開発した。 

キーワード：組織的省察，主体的統合，協働 

Abstract : The purpose of this study is to develop an organization program of the school, which realizes the 

educational improvement. 

For the purpose, I reviewed a precedent study about the character of the school organization and examined 

an ideal method of the organization adapted in the school. 

In addition, I reviewed a precedent study about "reflection" which produced educational improvement and 

stated an implementation procedure of the teachers' organized reflection clearly. 

Based on the knowledge, I construct "the Autonomously-Integrated-Organization(AIO) Theory for 

Teachers". This program has the process of organized intention formation and collaboration by all teachers in 

the school based on the teachers' organized reflection. 

Keywords : teachers' organized reflection, autonomously-integrated-organization, collaboration by all teachers 

1 本研究の目的と課題 

(1）学校を取り巻く教育環境の変化と教師の意識と行動 

への影響 

学校を取り巻く環境は大きく変化し，個々の教師の意 

識と行動も変容しつつある。この教育環境の変化のなか 

で，これまでの個々の教師の経験や知識だけでは対応し 

きれない状況が生まれつつあることが指摘できる。佐古 

(2005）は，学校の組織状況に関する実証的研究において， 

3分の2を超える担任教師が，「教科指導（授業），学級 

経営，生活指導等のいずれの領域でも，子どもに対する 

指導困難性を認識している」とし，「ほぼ，7割にのぼる 

教員が『自分の経験や知識だけでは指導が困難な子ども 

が増えてきているように感じる』としている」。このよう 

な状況を感じながら，r6割を超える教員は，『教員同士 

が子どもの実態や課題をじっくりと話し合ったり，とら 

え直す機会や時間を確保することが難しい』」としている。 

そして，「子どもの複雑性，問題性が増大し，（個々の教 

師の）個人的な知識や経験での対応が困難な状況が広く 

認識されているにもかかわらず，他方では学校組織の個 

業化が進展している」という，環境の変化に対して，教 

師の意識と行動が組織化ではなく，個業化の方向へ傾斜 

していることを指摘している。 

このことは，中央教育審議会「今後の教員養成・免許 
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制度の在り方（答申）」（文部科学省 2006）においても 

「教員の間に学校はーつの組織体であるという認識が希 

薄になっていることが多かったり，～中略～学びの共同 

体としての学校の機能（同僚性）が十分に発揮されてい 

ない」状況について，指摘されている。また，このよう 

な中で，教師の精神疾患による休職者数の増加の問題を 

指摘することができる。平成9年度から平成18年度まで 

の10年間で，在職者数に占める精神疾患による休職者数 

が，3倍に増加している（文部科学省 2007)。このデー 

タは，直接的に教師の孤立性を示すものではないが，今 

日の学校教育の遂行において，個々の教師の個人的な経 

験や知識に依拠した個別対応型，自己完結型の対応のみ 

では，対応しきれない状況にあることを意味するものと 

とらえられる。 

(2）学校を取り巻く教育環境の変化と学校組織への影響 

このほか，学校を取り巻く教育環境の変化として，第 

3の教育改革等に基づく様々な教育制度の導入や社会の 

変化への対応等，学校外部からの要求・要望が集中して 

いる状況がある。今日，学校評価制度，教職員評価制度，そ 

して教員免許更新制度等，様々な教育制度・教育事業が 

学校現場に義務的な課題として，その実施が求められて 

いる。さらに不審者対応，個人情報の保護・管理など発 

生する課題への即時的な対応が求められる場面が頻発し 

ている。今日のこのような学校現場の状況について，筆 

者が行っている校長へのインタビューに対してある校長 

は，「一つーつの教育制度・事業，さらに問題への対応は， 

学校にとって必要なものであり，これらが教育にとって， 

大切なことと理解できる。しかし，一つーつは「＋」（プ 

ラス）のもの（制度や事業）であっても，それらを合わ 

せると，全体としては「一」（マイナス）になってしまっ 

ている。あまりにも多くのことが，学校にのしかかって 

いるもので，先生方も元気をなくしてきている。」と指摘 

している。これら学校外部からの要求・要望とそれへの 

対応は、想像以上のスピードで学校現場に押し寄せ，こ 

れまでの学校組織体制や学校運営の在り方のままでは， 

対応しきれない状況になりつつあることがうかがえる。 

このような，①子どもの変容による教育活動遂行の困 

難性の増大や，②学校外部からの多様な要求・要望のな 

かで，教師の意識と行動が，より個別対応的，自己完結 

的に業務を遂行しようとする個業化の方向へ傾斜してい 

るととらえられる。 

このような状況のなか，学校が抱える課題を教師間で 

共有し，組織的な対応を可能にすることがこれまで以上 

に求められている。このようななか，本研究は，学校の 

組織化を促進し，そして，教師の協働による教育改善を 

実現する仕組みを構築することを目的とする。 

(3） 本研究の課題 

このような状況に対応するために次の3点を本研究の 

課題とする。 

① 学校の組織特性に適合した組織化を促すための方 

法論とはどのようなものか明らかにする。 

学校の組織特性に関する先行研究と効果的な教育 

活動を実現している学校の組織的特徴，学校組織改 

善の条件に関する先行研究等をレビューし，学校の 

組織特性に適合した組織化を促すだめの基本原則を 

明示し，具体的方法論を仮説的に構築する。 

② 教育改善を生み出す教師の「省察」の基本的なプ 

ロセスを明らかにし，組織的な省察の展開方法を開 

発する。 

教育改善を生み出す中心概念として教師の「省察」 

を位置づける。理論的な「省察の過程」を先行研究 

に基づいて明示し，組織化の展開過程に組み込む。 

そのことによって，教育改善を生み出す組織化の展 

開過程の開発に結びつける。 

③ 教師の組織的省察を通した協働による教育改善プ 

ログラムを構築する。 

①，②を踏まえ，教師の主体的統合に基づく教育 

改善プログラムを構築し，その学校現場への適用可 

能性と期待される効果について検討する。 

学校の組織特性に適合した組織化の方法論の検討 

(1） 学校の組織特性に関する先行研究 

学校組織の特徴をとらえる組織構造論として，組織構 

成員（教師）相互の緩やかな結びつきを特徴とするルー 

ス・カップリング（loose coupling）論がある。これは， 

官僚制組織の組織構成員相互の緊密な結びつき（tight 

coupling) との対比のなかで，学校組織の課業特性を踏ま 

えた枠組みとして，その適合性が指摘された。官僚制組 

織は，自らの目標達成にむけて，組織構成員相互を意図 

的に結びつけ，組織としての生産性を機能的に向上させ 

ることにその特徴を指摘できる。つまり，組織構成員の 

行動統制と権限の階層制という構造のもとに組織構成員 

相互を緊密に結びつけることを前提とした組織というこ 

とである。このような「階層的組織構造」に代表される 

官僚型組織に対して，学校組織においては，「疎結合構造」 

(loosely coupled system）の特性が指摘されてきた。 

このような組織構造を存立させた要因として，佐古 

(2005）は，学校の課業特性と個々の教師の専門性の特 

性を指摘している。まず，学校の課業特性として，①組 

織目標（教育目標）の曖昧さ・多義性，②教育活動の流 

動性・非構造性等が挙げられる。そのために，①組織構 

成員（個々の教師）の行動の公式化ないし標準化による 

統制，あるいは②成層化による活動の構造化が困難であ 
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ることが挙げられる。また，教師に求められる専門性の 

特性として，教室で展開される教育活動において，個々 

の子どもや学級集団に内在する問題の読み取りや判断， 

それに基づく具体的な指導が求められることが指摘でき 

る。この点について佐藤（2001）は，Sch6n の説をふま 

え，教師の専門性の特徴を反省的思考という個別の事象 

に対する即興性や熟考性で説明し，教師を反省的実践家 

として特徴づけ，教職の独自的な専門職性を指摘してい 

る。 

このような学校の課業特性や教師に求められる専門性 

の中で，学校は，官僚的組織構造ではなく，個々の教師 

の裁量性を基盤とした疎結合構造が適合し，その組織モ 

デルとしてのルース・カップリング論の適合性が指摘さ 

れてきたととらえられる。 

(2） 学校の個業的組織特性とその限界 

佐古（2005）は，自己完結的な教職の遂行に依存した 

組織を「個業型組織」と呼び，そのことの進行を「個業 

化傾向」と位置づけている。この個業性のデメリットと 

して，「①学校の組織的な教育意思形成が困難であること， 

②教員の実践的知識が個別分散し，それらの流通や共有 

が困難になること」を指摘している。さらに，「子どもの 

多様性や学校（教員）が直面する課題の困難性や複雑性 

が，個々の教員の経験や知識の範囲」を越えると，「学校 

組織はきわめて脆弱なシステムとなることが予想され 

る」と指摘している。今日，個別対応を基本とした個業 

型の職務遂行だけでは対応しきれない状況が生まれつつ 

あるといえる。また，村田（1985）は，「ルース」なシ 

ステムがはらんでいる危機として，組織構成員（教師） 

が，「目的もなく，孤立しやすいこと」を指摘している。 

学校を取り巻く環境の変化の中で，個業化傾向が強まる 

ことは，もともとルースな結びつきであった教師の「孤 

立」を強めるおそれがあることが読み取れる。 

(3） 求められる組織化の方向性 

佐古（2005）は，学校の組織化傾向を「個業化」，「協 

働化」，「統制化」の3つの指標からとらえる学校の組織 

特性の分析を通して，「個業化傾向の増大は，教員として 

の困難性を増大させるが，協働化傾向の増大は，それを 

減ずることができること」。また，「個業化傾向の増大は， 

個々の学級レベルを越えた学校改善に対する教員の意識 

（学校改善志向）を抑制すること」。一方，「協働化傾向と 

統制化傾向の増大は，学校改善志向を高める方向で作用 

するが，協働化傾向がより顕著な効果を有すること」を 

明らかにしている。さらに佐古（2005）は，これまでの 

学校の組織特性に関する研究を基盤に，教育活動におけ 

る個業的側面の有効性と課題，限界を明らかにしながら， 

個業性のデメリットを縮減する協働的なプロセスを成立 

させていくことの必要性と有効性を実証的に明示してい 

る。 

(4）効果のある学校の組織特性 

今日の教育環境の変化に適応できる学校組織の改善の 

方向性を探る手掛かりとして，厳しい教育環境にありな 

がら効果的な教育活動を展開レている学校 

(Instructionally Effective School，以下，IES 校と略称する） 

の研究を取り上げることができる。IES－校の特徴として， 

Edmonds,R. (1979）は，①管理職の強力なリーダーシッ 

プ，②生徒への高い期待，③生徒評価の多面的な実施等 

を挙げている。また，Cohen,M (1983）も，JES 校の緊 

密な経営（買ghtly management）のなかで，共有された目 

標の達成を指向する組織特性を指摘している（佐古 

1986)。これらの指摘は，ルース・カップリング論を特 

徴とする学校組織の統合性の欠如とその改善の方向性を 

示すものととらえられる。Purkey,S.C.et al (1983）は， 

学校組織の機能的な文化を形成する要因として，①協働 

的な計画立案と友好的な仲間関係，②共同体意識，③明 

確な目標と高い期待の共有等を挙げ，従来の管理者の積 

極的な経営管理機能に依存しない組織統合のメカニズム 

の有効性を主張している（佐古1986)。つまり，学校組 

織としての意思形成場面である教育目標の設定過程にお 

いて，教師の意思を反映させる等，教師の意思に基づく 

「主体的統合」による「学校の組織化」を進めることの重 

要性が読み取れる。 

また，日本においても，志水（2003）は，地域的環境 

の不利な条件を抱えていながら効果を上げている学校の 

特徴を抽出している。この学校では，個々の教師の個業 

的な対応を前提とした教育活動が行き詰まりを見せ 

(1970年代），「協働」を基盤とした組織力を前提とした 

学校づくりを進めてきている。そこには，教師の「組織 

で子どもと対峙する」という意識と行動（文化）を前提 

としているところに，一般の学校と異なる特徴があり， 

上述のIES 校との共通性を指摘できる。 

(5〉 学校改善に有効な条件 

佐古（1991）は，学校改善に有効な4条件として、① 

教育目標の明示化、②目標と取組の全体性、③業務関連 

性、④改善の継続性を抽出している。これは，自校の教 

育課題が明確にされ，その課題解決のための取組が全教 

師によって共有されていること。そして，日々営まれる 

教育活動が，この教育目標と構造的に関連して実践され， 

さらに評価・改善されていくというマネジメントサイク 

ルによって構成されることを示すものととらえられる。 

(6）個々の教師の組織化を促す教育目標の設定方法 

村田（1985）は，個別分散している個々の教師の意思 
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決定を一定方向にまとめるためには，「管理者の雄弁さ， 

忍耐強さ，丁寧な説明が基盤となる，つまり，『シンボ 

ル・マネジメント（Symbol management)』の最大利用」 

が重要な意味を持つことを，Weick,K.E. (1982）の主張 

を用いて論じている。つまり，教育目標自体は，教育の 

方向性を示す『シンボル』（価値目標）としての性格が， 

裁量性を基盤とした教師組織においては有効に働くこと 

を示している。さらに,その教育目標具現のため具体的 

取組（行動目標）を設定することによって，教師の実質 

的な組織化を促す「協働」を生み出すことにつながるこ 

とがIES 校研究からとらえられる。ただし，佐古（1990) 

が実証的に指摘するように，学校運営の目標共有におけ 

る統制が，結果的に教師の職務遂行意欲を低レベルに留 

めてしまうことに留意しなければならない。佐古は，学 

校組織のなかで合意を形成しようとする統合的なプロセ 

スを伴っていない状況（トップダウン）においては，目 

標の共有度をある程度以上高めることは，モラールを高 

めるよりむしろ教師の行動の自由度を制約する結果をも 

たらしているのではないか，と考察している。このこと 

は，学校組織におけるトップダウンによる目標の統制の 

限界を示すとともに，組織としての意思形成過程の重要 

性を示唆するものととらえることができる。 

以上の先行研究の検討から，学校の組織特性に適合し 

た組織化の原則を表1の4点にまとめる。 

表1 学校の組織特性に適合した組織化の原則 

① 教師全員による教育目標（価値目標）作りの過 

程を設定する 

② ①の目標を具現化する取組（行動目標）を教師 

全員で設定する過程を設定する 

③ ①，②に基づく教師全員による組織的な協働過 

程を設定する 

④ 目標達成と取組の適切さを評価し，継続的な改 

善を可能にする過程を設定する 

教師全員による目標と取組の設定を行うことにより， 

目標の明確性と取組の全体性を生み出し，さらに継続的 

な改善を実現することを構想している。 

3．教育改善を生み出す組織的省察の仕組みの生成 

教育活動の質的改善を組織的に産み出す仕組みを生成 

するに当たって，本研究においては，日々の教育改善を 

可能にする個々の教師の「省察」の概念を援用する。そ 

して，上述の組織化のプログラムに「組織的な省察の過 

程」を組み込むことを構想する。そのためにまず，「省察 

の過程」に関する研究をレビューしておく。 

① 理論的な「省察の過程」 

「省察の過程」については，対象とする過程によって， 

大きく3つに分けられる。 1 つは，事後的省察の過程を 

対象とした枠組みである「活動に関する省察」(reflection 

on action）である。 2つ目は，「活動過程における省察」 

(reflection in action）を対象とする枠組みである。 3つ目 

は，活動前における「活動に向けた省察」(reflection 

toward action）の枠組みである。それぞれ，先行研究に 

ついて以下のようにまとめられる。 

まず，「活動に関する省察」(reflection on action）は， 

「体験学習理論」(Kolb, 198の に基づいて整理できる。 

それは学習の4つのモードの循環的な関係を説明するも 

ので，①具体的な体験，②省察的な観察，③抽象的な概 

念化，④活動の実践（試行）である。一方，Sch6n (1983) 

が，反省的実践家を記述する際に用いた段階は，①問題 

の摘出，②要因の命名，③解釈，④分析，⑤総合，⑥評 

価である。自らの体験をとおして学習する，または価値 

観を体得する際に，自らの体験に対して，事実を振り返 

り，その体験に内在する価値を分析的にとらえ概念化す 

る，そして新たな価値に基づく試みを実践する，という 

自らの行動変容につなげる一連の思考サイクルを意味す 

るものととらえられる。 

また，「活動過程における省察」(reflection in action) 

について，Shulman (1987）は，「教育的な推論と行為」 

における定義のなかで，省察の過程を ①想起 

(reviewing),②再構造化，③再表出化（表現），④自分自 

身と学級のパフオーマンスの批判的分析，⑤根拠に基づ 

く説明，としている。そして省察的教師は「教育的原理 

や技術を彼ら自身の経験，文脈的要因，そして社会的か 

つ哲学的価値の内部との関連で適用できる教師」と位置 

づけている（以上，Sparks,et al., 1991による）。 

さらに，「活動に向けた省察」(reflection toward action) 

について，久我（2008, 2009, 2010）は，教育活動を展 

開する上で，①実態の把握，②課題の焦点化，③目標設 

定と課題解決のための具体的計画，という「活動に向け 

た省察」(reflection toward action）の重要性を授業分析研 

究，学級経営における事例研究等と通して指摘している。 

これらの知見を比較検討すると，共通する「省察の過 

程」を指摘することができる。それは，①実態の中から 

問題を抽出し，②背景や状況を想起・表象し，③原因を 

分析し，課題を焦点化する，④焦点化された課題に応じ 

た打開策を生成する，という過程である。このー連の 

「省察の過程」を図1のように整理した。 
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根拠に基づく説明 → 分 析 - 想起・表象 → 問題の抽出 

問題の構造と原因 

に応じた指導方針 

と打開策の表明 

文脈に即した原因 

の探索等要因の構 

造的な分析と解釈 

問題の背景や状況 

状況についての想 

起・表象 

子どものよさ 

や問題点の 

抽出 

打開策の表明 

要因 

要因 要因 

要因 

要因 一要因 

● 申 ③ 

探索 

原因 

構造的な分析・解釈 

省
察
の
深
化
 

行
動
レ
ベ
ル
・
内
面
レ
ベ
ル
 

V 

図1 「省察の過程」 

表2 「省察の過程」 に即した組織的省察の展開 

① 

② 

③ 

自校の子どもの実態（よさと問題）把握 （問題点の抽出，想起・表象） 

学習面と生活面における子どものよさや問題について，基礎データに基づきながら個々の教師の気づき，解釈 

をワークショップ等で出し合う 

（分析） 

出し合われた子どものよさと問題のなかで，特に根源的な課題を探索し，焦点化する 

（打開策の表明） 

焦点化した課題解決を重点目標として設定し，重点目標達成のための具体的な取組を設定する 

自校の子どもの課題の焦点化 

重点目標と具体的取組の設定 

② 「省察の過程」に即した組織的省察の展開過程 

このような一連の「省察の過程」に即して，自校の子 

どもの実態把握から組織的意思決定までの展開過程への 

適用を試みた。そして，組織的な省察の過程として，①「自 

校の子どもの実態（よさと問題）の把握」，②「自校の子 

どもの課題の焦点化」，③「重点目標と具体的取組の設定」 

の段階に分け，表2のようにまとめた。 

4．組織的教育意思形成を通した組織化による教育改善 

プログラムの構築 

(1）組織的教育意思形成を通した組織化による教育改善 

プログラムの設計上の原則 

以上のような学校組織研究と省察概念の知見をもとに， 

組織化と教育改善を可能にする教師の主体的統合にもと 

づく組織開発プログラムの設計上の原則を以下に明示す 

る。 

① 自校の子どもの教育課題の解決を軸とした教師の 

主体的統合を生み出すシステムとする 

全教師による組織的省察を通して，自校の子ども 

の実態から重点目標を生成する。そして，重点目標 

達成のための具体的取組を設定し，全教師による協 

働を中心概念とする組織化プログラムを開発する。 

② 子どもの変容を共有することにより，教師の動機 

付けを促すシステムとする 

子どもの変容を共有・検討する場を設定する。子 

どもの変容をとらえる日常的なモニタリングによる 

組織的な省察を通して，教育改善を生み出す仕組み 

とする。また，子どもの変容を共有することにより， 

教師の協働への動機付けを促し，主体的統合をさら 

に駆動させる仕組みとする。 

③ 組織的省察による継続的な教育改善システムとす 

る 

総括的評価場面の設定により，継続的改善を可能 

にする。重点目標の達成状況，設定した具体的取組 

の適切さを組織的省察により総括的に評価する場を 

設定し，継続的な改善を可能にする。 
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(2）組織的教育意思形成を通した組織化による教育改善 

プログラムの具体的展開 

① 自校の教育改善の方向性の確認 

まず，学校組織並びに教育改善の方向性を確認する。 

「学校教育の基本機能」，「自校のミッション」，「校長の 

経営ビジョン」等，自校の改善の方向性（どこに向かっ 

ていくのか）を確認する段階である。 

② 「省察の過程」に即した組織的意思形成過程の展開 

(Research 段階） 

1）基礎データの整理と把握（Ri) 

自校の子どもの学力，体力，問題行動，出欠席，生活 

実態調査等の具体的データを整理し，共有する。すべて 

の教師が基礎データに基づいて自校の子どもの実態（よ 

さと問題）を把握し，共有する。 

①改善の方I句性の確認 

学校教育の機能とは 

自校のミッションと 

我々は,どこに向か 

育を進めていくべき 

校長のどジョン 
ノ 

2）教師相互の解釈の交流と課題の焦点化（R 2 ) 

学習面と生活面における子どもの実態（よさや問題） 

について，基礎データに基づきながら個々の教師の気づ 

き，解釈をワークショップ等で出し合う（学校規模に応 

じて，小グループを編成し効率的なコミュニケーション 

を実現する）。個々の教師の互いの子どもの見方や解釈が 

相互に交流されるコミュニケーションの場とし，幅広い 

子どもに実態把握が進むように留意する。 

さらに教師から出し合われた子どものよさと問題のな 

かで，特に気になる課題を教師相互の議論を通して探索 

し，焦点化していく。このとき，組織としての省察を深 

化させ，特に自校の子どもたちの根源的な課題を焦点化 

し，組織的意思形成が進むように留意する。 

組織的教育意思形成を通した組織化による教育改善の展開 

～組織的省察に基づく教師の主体的統合モデル～ 

、 

ノ 

R （リサーチ） 

〇 

鳴門教育大学 
教職大学院 
学校‘学級経営コース 

久我 直人 

A（改善） 

重点目 

見直し， 

/ N 
Al 

主体月りな学びブくり 
の取組の修正 更新 

N / 

/ \ 
A2 

自律的な生活改善 
のための取組の 
艦正 更新 

、 ノ 

C （評価フ 

改善の 
方I句 

課題の 

焦点化 

組親的省察 

教
育
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動
・
学
校
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営
に
か
か
る
全
方
位
的
評
価
 

重点目標の 

達成状況 

、＼、 

\ 
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1ィ助りな生活改善 
二めの取組適切さ 

 / 

D （実践） 

重点目標達成 

のための協働 

Dl 
主体F 」‘、芝びと 

廷ifて 、丑’ 

のた、」叱 fりヴ」 

日常的モニタリング 

取組の 

適切さ 

目標の 

達成状況 

視点生徒の変容 

織的取組とモニタリング・評価 

P （計画） 

P1一P2 

（重点目標）（具体的な取組フ 

取組 
'－こメ） 

- －実現, 

 / 

'
 

占
、
 

具体的取組 

の共有 

教育の方I旬 

性の共有 

（ 視点生徒の設定 ） 

組織的意思決定 

、 

鶏 

ws等 

⑧
〇
⑧
 

分析 
、 課題の 

つ、焦点化ノ 

組織的省察 
ノ 

②組織的認知・意思形成・意思決定 ③組織的実践く協働＞ 

/ 

 ノ、 

④組織的振り返り 

（モニタリングと評価） 
 ノ 

⑤知識的認知・意思形成 

協働によるリサー天 課題の焦点化 重点目標・具体的取組の設定 り 組織的取 

教師の意思とエネルギーの『主体的統合』I\ 

互いの見方の逮いを生かした 

生徒理解の深化 
同僚性基盤 

評価に基ブく改善の方IJ性 
改善策の策定 

教師の意思の『主体的統合I 

教職員の協働によって生成された 
重点目標が教育活動の軸となる 

、ぐf子どものためj でまとまれる教gillの特性＞ノ 

生徒の変容肥 教職負の 
元気を産み出す 

~．図2 組織的省察に基づく『教師の主体的統合モデル』 

③ 重点目標とその達成のための具体的取組の設定の 

段階（P巨n 段階） 

焦点化した課題から重点目標を設定する。基本的に重 

点目標は，自校の子どもの実態から生成された焦点化し 

た課題と表裏の関係にある。重点目標は，自校の子ども 

に育むべき「価値目標」をおく。この価値目標は，すべ 

数職負の新たな取組 
への挑戦につながる 

ての教育活動を通して育むべきものとし，実施段階にお 

いて常に教師が意識して取り組むべき価値目標となるよ 

うに設定する（すべての教育活動を展開する上での軸と 

する）。そして，この重点目標達成のために教師が組織的， 

協働的に取組む「行動目標」（具体的取組）を設定する。 

この具体的取組を個々の教師の納得を伴った組織的意思 
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決定として設定する。 

④ 組織的意思決定に基づく協働（Do段階） 

1 ）設定した具体的取組における線を揃えた協働 

すべての教師による線を揃えた組織的取組を展開する。 

教師が，自ら設定した取組として主体的に取り組むこと 

と，教師間の取組の差異のない組織的取組とする（取組 

の同一性）。 

2）すべての教育活動を重点目標と関連づけた取組 

すべての教育活動を，自校の子どもの教育課題と結び 

つけ，重点目標の達成に向けて関連づけて取り組む（取 

組の関連性，同一方向性）。 

⑤ 組織的省察による日常的，総括的評価（Check -p 

Action 段階） 

1）具体的取組の実施段階における日常的なモニタリ 

ングと組織的省察 

具体的な取組の実施段階において，個々の教師の子ど 

もの変容に関するモニタリングを組織的に交流させる場 

面を設定する。①子どもの変容に関する個々の教師の読 

み取りを共有できる場を設定し，子どもの変容を多面的 

にとらえられるようにする。そのことにより，個々の教 

師が，重点目標の達成状況と具体的取組の適切さの手応 

えを得やすくし，さらに動機づける仕組みとする。また， 

②子どもが抱える問題を取り上げ，組織的省察すること 

により，互いの省察の相違点を交流し，共有することで， 

個々の教師の省察の深化を促す仕組みとする。 

2）総括的評価段階における組織的省察 

計画した期間の中間・期末において，重点目標の達成 

状況と具体的取組の適切さについて総括的に評価し，改 

善策を策定する段階を設定する（学校評価制度における 

自己評価）。子どもの変容にかかるデータや各種アンケー 

ト結果のデータに基づき，重点目標の達成状況と取組の 

適切さを総括的に評価する。そして，次期，次年度に向 

けた改善策を組織的に策定し，継続的な改善につなげる。 

5．本モデルの学校現場への適用可能性と期待される効果 

(1）本モデルの適用可能性 

現在，鳴門教育大学高度学校教育実践専攻（教職大学 

院）の実習科目において，筆者が指導する現職院生の学 

校（小学校2校，高等学校2校）に本プログラムを適用 

し，学校の組織化による教育改善を現職院生のファシリ 

テートのもとに実践を試みている。具体的には，すべて 

の教師による自校の子どもの実態（よさと問題）に関す 

る組織的省察（ワークショップ等）を通して，自校の重 

点目標を設定した。そして，その重点目標を達成するた 

めの具体的取組を協働的に実践している。このような組 

織的省察と協働を軸とした基本プログラムを各学校の実 

態に応じて実践展開し，その適用可能性と教育改善の効 

果を現在，リサーチしているところである。 

実際に，自校の子どもの実態（よさや問題）を掘り起 

こすワークショップによる組織的省察においては，4校 

の参加したすべての教師から賛同意見を得ることができ 

た。具体的な感想として，①「自分の子どもの見方が間 

違っていなかった」，②「自分と違った見方があって勉強 

になった」，③「このように全教員で子どものよさや課題 

について議論することによって，課題を焦点化して共有 

できたことは組織として重要なことと感、じた」，等が寄せ 

られた。また，ファシリテートしている現職院生自身も 

現任校の教師との協働を通して，①「自校の教育課題や 

組織特性について，鳥瞰的にとらえる視点を得た」，② 

「組織改善の理論と方法について実践を通して理解が進 

んだ」，③「組織的省察と協働を通した組織化の展開可能 

性と教育改善の手応えを感じている」，等の感想を寄せ， 

組織化による教育改善の可能性の認識を深めていること 

がとらえられる。まだ，実践に取り組み始めたところで 

あり，具体的な検証は今後の課題であるが，上述のよう 

な感想を含め本プログラムの学校現場への適用可能性の 

手応えをとらえている。 

(2）個々の教師と教師相互の関係性構築に関する期待さ 

れる効果 

理論的な「省察の過程」に即した省察を，組織的に展 

開することにより，個々の教師の省察を機能的に深化さ 

せることが期待される。また，組織的省察を通して，多 

面的な子どもの見方や解釈の仕方が共有され，個々の教 

師の子どもをとらえる視点が広がることが期待される。 

このことは，具体的な取組の実施段階における個々の教 

師の子どもの変容に関するモニタリングにおいてもいえ 

る。子どもが抱える問題に関する組織的省察により，互 

いに省察の相違点を交流し，共有することで，個々の教 

師の省察の深化が期待される（省察の深化と同僚性の活 

性化効果）。特に優れた教師の省察の視点を学び合うこと 

によって，若手の人材育成につながる可能性も高まると 

とらえる（人材育成効果）。 

省察と協働を軸とした教師相互の子どもの見方と解釈 

の交流を通して，個々の教師の省察が深化する可能性と 

教師相互の見方や解釈を機能的に交流し合うことによる 

相互の見方を尊重し合った関係性の再構築が考えられる。 

A 高等学校の教頭は，「ワークショップ等で，生徒につい 

て話し合う場を設定することによって，教師間の相互理 

解がすすみ，普段の会話にもよい影響を与えている」と 

本モデルの効果を説明している。 

教師の子どもの見方の深化や教師の相互啓発的な関係 

性構築は，教育の質的向上と組織的対応の両面を同時に 

存立させ，教育改善を促す効果をもたらすものととらえ 

る。 
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(3）教師の動因の活性化効果 

教師を教育活動に向かわせる基本的な動因として，「子 

どもに対する教育的愛情」や「教師としての使命感」， 

「子どもへの成長の期待」の存在が指摘されている（岸 

本他 1886)。そもそも教師を目指し，教師となったも 

のの基本的な特性として，子どもに対する教育的愛情や 

子どもの成長への期待等を備えた存在といえる。した 

がって，①自校の子どもの実態を掘り起こし，②組織的 

教育意思を形成し，③それに基づく教育活動を協働的に 

実践するととにより，教師の内発的な動因を伴った組織 

化を実現し得るということである。そして，④協働的な 

教育活動を通した「子どもの変容」を組織で共有できた 

ときに，個々の教師の動因が強化され，さらなる組織の 

活性化を実現する可能性を指摘できる（教師の動因の活 

性化効果）。 

6．今後の課題 

本プログラムは，実践にかかわるすべての教師が，こ 

のプログラムの全体像を理解し，自身と組織の関係性や 

展開の見通しをメタ認知することによって，より主体的 

に取り組むことが可能になるととらえている。そのため 

には，本プログラムの理解を促すファシリテーターの必 

要性が指摘できる。さらに，本プログラムの展開を促進 

するためのファシリテートが求められる場面が想定され 

る。その意味で，本プログラムを機能的，効率的に展開 

するためにファシリテーター（ファシリテートチーム） 

の設定とその機能についてさらに検討，検証を加える必 

要がある。求められるファシリ」テート機能として，情報 

の収集，整理，フイードバック等を通して個々の教師の 

コミュニケーションを円滑かつ効率的に深化，促進させ 

ること等が想定される。教師の主体性的統合を側面から 

ファシリテートし，組織化と教育改善の両面を促進する 

上で，重要な役割を担うこととなることが想定される。 
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